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中国トップニュース

日系部品メーカー日系部品メーカー、対中進出加速対中進出加速
世界第世界第２位自動車市場に照準位自動車市場に照準

　【北京７日時事】急速に拡大する中国の自動車市場を目指し、日系部品メーカーの進出が加速している。
２００５年は企業数で前年比３０％も増加。販売台数で日本を抜き世界２位の市場に躍進した中国は、海外生
産拠点としても北米に迫る規模に成長している。
　大手自動車メーカー筋が７日明らかにした統計によると、中国で生産する日系部品メーカーは０５年には計
２９４社となり、０４年の２２６社から大幅拡大。北米は横ばいの３１０社、欧州は１５２社から１６３社への微
増にとどまっており、中国の伸びが目立つ。
　トヨタ自動車、日産自動車、ホンダなど有力メーカーの現地生産増強に対応したことが最大の要因だ。
　生産拠点は、広州市を中心とする広東省が７３社と最多。以下、天津（４４社）、江蘇省（４３社）、上海（３３
社）の順。立地は、大都市のマーケットに近く、輸出入に便利な港湾がある東部沿海部に集中している。
　同筋は「最近では、広東、上海のほか、中国政府が開発を促進している天津、（遼寧省）大連への進出も目立つ」
と指摘。０６年についても、「大手（の進出）は一巡したが、中小はそこそこの勢いで増加した」とみている。

ＰＣＰＣ問題問題、無償修理で決着＝東芝など日系無償修理で決着＝東芝など日系３社
　【北京７日時事】東芝、ＮＥＣ、富士通は、中国浙江省で一部ノート型パソコン（ＰＣ）の性能が基準を満たさず、
販売停止となった問題で、対象のモデルを無償修理することを決め、７日から実施した。
　同省当局は昨年１２月、サンプル検査で静電気の耐性が「国家推薦標準」を満たさなかったとして、３社と
米ヒューレット・パッカード製の一部パソコンの省内での販売を禁止。ユーザー対策をめぐって協議が続いて
いた。
　当局は当初、メーカー側に商品の返金に応じるよう求めていたが、「必要な場合は当局の指導を受けて販
売代理店が対応する」（メーカー関係者）ことで決着した。
　３社とも修理対象のパソコン台数は明らかにしていないが、いずれも既に中国での生産・販売を中止している。

土地使用税土地使用税、地方当局の減免にクギ＝都市部地方当局の減免にクギ＝都市部・発展地区は最高額発展地区は最高額
　６日付の中国紙・上海証券報（特別面３面）によると、中国国家税務総局と財政省は５日、共同で通達を出し、
２００７年から課税額を引き上げるとともに、外資系企業も適用範囲とした「城鎮土地使用税」について、地方
当局に厳正な運用を求め、勝手に減免することを戒めた。また、経済発展が進んだ地区や都市中心部では原
則的に該当課税区分の最高額を適用することを義務付けた。
　国務院は０６年末に「城鎮土地使用税暫定条例」を改正。大都市の土地使用税は１平方メートル当たり１．５
－３０元（従来は０．５－１０元）に引き上げた。
　通達はまた、（１）具体的な税額幅は０６年実績の３倍とする（２）税額を長年見直していなかった地区は大
きく引き上げる（３）隣接当局との整合に気を配る（４）経済発展水準が同じレベルの地区で大差がつかない
ようにする－ことなどを求めている。また、経済発展地区では、財政部と国家税務総局の認可を得た上で最高
額を上回る税額を設定することを認めている。
　一方、不適切な減免や越権による減免は責任を追及するとしている。（時事）
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０６０６年の国際特許出願年の国際特許出願、日本は日本は２位＝韓国位＝韓国、中国の伸び目立つ－中国の伸び目立つ－ＷＩＰＯＷＩＰＯ
　【ジュネーブ７日時事】世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）は７日、特許協力条約（ＰＣＴ）に基づく２００６年の
国際特許の出願件数（速報値）が１４万５３００件だったと発表した。改定された前年の水準（１３万６５００件）
を６．４％上回った。日本の出願は前年比８．３％増の２万６９０６件で、前年同様に米国（４万９５５５件）に次
いで２位だった。
　今回の統計では、韓国が２６．６％増の５９３５件で４位（前年は６位）、中国が５６．８％増の３９１０件で８位
（同１０位）に入り、日本を含めた３カ国で国際出願全体の２５．３％を占めた。ＷＩＰＯでは「北東アジアを中
心とした（技術）革新の新たなセンターが登場しつつある」と分析した。
　企業別の出願では、オランダの電機大手フィリップスが引き続き１位で、日本からは松下電器産業（２位）、
トヨタ自動車（８位）が上位１０社に入った。ＰＣＴに基づく国際出願は、ＷＩＰＯの手続きだけで、同条約に
加盟する１３６カ国すべてに出願したのと同等の権利が得られる。

東風日産が開発センターの発足式＝既存拠点が東風日産が開発センターの発足式＝既存拠点が「省レベル省レベル」に昇格－広州に昇格－広州・花都花都
　【香港７日時事】日産自動車の中国合弁会社・東風日産乗用車公司（広州市花都区）は６日、乗用車と関連
部品の開発拠点で「広東省乗用車・部品工程技術研究開発センター」の発足式を行った。これにより同拠点は、
広東省で初めて、省政府が公認する乗用車・部品の研究開発（Ｒ＆Ｄ）センターとなった。
　東風日産関係者の話では、今回のセンター発足は、昨年３月完成した同社の開発拠点が「省レベル」の施
設と認定されたことを意味する。同拠点は従来、「区レベル」の施設だったため、Ｒ＆Ｄセンターとしての「格」
が上がった形だ。
　拠点そのものの設備や機能には変化がないため、実質的な意義は少ないが、「スタッフの士気が高まり、人
材採用の面などで有利に働く」（同関係者）という。
　式典には広東省科学技術庁の謝明権庁長、花都区の潘瀟党委書記など党・政府幹部が出席した。
　同拠点は投資額約４６億円。敷地面積２０万平方メートルで、華南地域の自動車開発拠点としては最大規模。
敷地内にはオフィス棟、実験棟、食堂棟などがある。
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上海・華東

上海の埋め立て地で風力発電＝上海の埋め立て地で風力発電＝２億元投じ億元投じ２．２５２．２５万ｋＷｋＷ
　７日付の中国上海紙・文匯報（１面）によると、上海市郊外にある廃棄物埋め立て場を活用した風力発電
プロジェクトがこのほど始動した。この「上海華港発電第１期」では出力１５００キロワットの発電設備を１５基
設置する。年間の発電量は順調なら４６９６万キロワット時で、一般家庭８万戸の需要を賄える規模。一部は
２００７年内にも稼働するという。投資額は２億元。
　建設・運営主体は、上海環境集団有限公司と上海華電電力発展有限公司が共同で設立した「上海華港風
力発電有限公司」。
　風力発電は発電量は小さいものの、燃料が不要で排ガスや汚染物質を排出しない上、水も大幅に節約でき
るため、上海市当局では電力不足解消のための補助的手段と位置付けている。このプロジェクトには第２、３
期もあり、すべてが稼働すると、発電能力量は１０万キロワット規模に達するという。（時事）

浙江省の浙江省の１人当たり人当たりＧＤＰ、０６ＧＤＰ、０６年は年は３９７５３９７５ドル＝上海はドル＝上海は７０００７０００ドル強ドル強
　７日付の中国紙・国際金融報（２面）によると、浙江省当局がこのほど公表した経済統計で、同省の２００６
年の１人当たりの域内総生産（ＧＤＰ）は３万１６８４元となった。現行レートでは３９７５米ドルで、０５年に比
べ１２．０％膨らんだ。
　長江デルタ地区では０６年、上海市の１人当たりＧＤＰが約７０００ドル（前年比８．８％増）、江蘇省が
３５００ドル強（同１４．２％増）となっている。
　国際的には、その地域の１人当たりＧＤＰが３５００ドルを超えると、環境や資源面での問題が深刻化すると
いわれており、浙江省当局は規模拡大だけを目指してきた産業政策の転換を模索しているという。（時事）

南方航空が賠償保険付きクレジットカード＝中国招商銀行と提携南方航空が賠償保険付きクレジットカード＝中国招商銀行と提携
　７日付の上海紙・解放日報（９面）によると、中国南方航空はこのほど、広東省の株式制商業銀行の招商銀
行（本店深セン市）と提携し、クレジットカード「南航明珠信用◆（上のしたにト）」を発行した。航空事故賠償
保険などの関連サービスが組み込まれているのが特徴。事故時の最高賠償額は２００万元で、搭乗便が４時
間以上遅れると最高１０００元の補償が受けられるという。
　このカードはマイレージサービスも充実させており、航空チケットの購入や提携ホテルでの宿泊、提携商店
でのショッピングで使用すれば、そのままマイレージに加算されるという。（時事）

百度が動画検索サービス＝北京百度が動画検索サービス＝北京
　１日付の中国紙・第一財経日報（Ｃ４面）によると、中国語によるインターネット検索エンジン最大手の百度（本
社北京市）は、ネット上に存在するさまざまな動画ファイルを検索できるサービスを近く開始する。中国では動
画コンテンツがブームとなっており、それをてこに検索サイト市場での基盤を固めるのが狙い。また、検索結果
の表示順位を提供サイトが支払う料金に基づいて決める方式を取り、収益向上につなげる方針。
　同社は現在、九州夢網や動感央視など中国の３０の動画配信サイトを対象にした動画検索サービスを提供
している。
　中国には動画配信サイトは２００６年末時点で５００余りあるものの、そのほとんどは採算ベースに乗ってい
ない。（時事）



08 February 2007

6S H A N G H A I
JIJI News Bulletin

時事速報S H A N G H A I JIJI News Bulletin

Copyright© JIJI PRESS  All Rights Reserved.

http://jijiweb.jiji.com/shanghai.html時事通信社

第８回第８回　歴史から読む「最新自動車政策」歴史から読む「最新自動車政策」

　メーカー乱立による設備過剰、そして供給過剰－。中国自動車産業では今、構造改革が叫ばれている。
今回は、中国自動車政策の歴史を振り返り、政府部門の現在の政策メッセージについて考えてみたい。

　◇規制だらけのスタート
　中国は１９８０年代から改革開放政策を打ち出し、試験的に外資を導入し始めた。外資導入の本格的
な開始は９２年、トウ小平氏の「南巡講話」後からだ。外資導入の開始当初、先鞭（せんべん）をつけたの
は自動車業界だった。とはいえ、改革開放以来、プロジェクトの申請から、生産、販売などはすべて政府
にコントロールされていた。初期に合弁会社として設立された北京吉普汽車有限公司、上海ＶＷなどは
生産機能としての役割だけ与えられ、販売方面は全部中国側出資者に任せられていた。
　９４年、初めて「自動車産業政策」が発表された。そこに明記されていたのは、自動車産業の外資参入
や生産に関するさまざまな規制だった。外資の出資比率は５０％以内と上限を設定し、同時に国産化の
比率や外貨バランスの規制もあった。９６年までに新規合弁プロジェクトの設立は認可しないともされ
た。政府部門の認可がない限り、自動車の生産、販売に投資することはできない。外資系が参与する自
動車プロジェクトに関しては、研究開発（Ｒ＆Ｄ）センターの投資を認可条件に入れている。

　◇ＷＴＯ、そして生産過剰
　中国の世界貿易機関（ＷＴＯ）加盟以降、自動車産業政策は見直された。ＷＴＯの原則に反している
条項に関し、中国の現状に合わせて修正を行った。特に、国産化比率、外貨バランスなどの条項は消され、
製品の登記制度も認可制度から届け制度に変更され、外資に対する規制は一段と緩和された。（Ｒ＆Ｄ
投資は依然として、自動車プロジェクトの審査条件となっていた）
　２００６年、中国国内の自動車販売台数は日本を抜いて、世界第２位の市場になった。自動車業界へ
の過剰投資も注目される。国家発展改革委員会は、０７年までには１０００万台の生産能力になると予
測した。しかし、自動車業界の生産設備の稼働率は平均７１．５％（０５年）しかなく、生産能力過剰の
状況になった。
　０６年３月に発展改革委員会は「生産能力過剰業界構造調整に関する通達」を発表し、新規増設の場合、
自主ブランドおよび自主開発が必要であると強調した。

　◇昨年末通達のメッセージ
　昨年１２月、国家発展改革委員会は「自動車業界構造調整に関する意見の通達」を発表。中国国内系
メーカーの自主ブランド自主開発を奨励することを打ち出した。
　外資系のメーカーに対しては「中外合弁自動車会社は合弁当事者より調印され、かつ関係部門より認
可された合弁契約などの文書に基づき業務を遂行すべきだ。合弁契約の中で明記している内容を実現
していない場合は、速やかに改善すべきだ。改善できない場合は、分工場の建設を当面見合わせなけ
ればならない。同時に暫定的に新規商品の登録も停止処分にする」の一条が明記された。一言で言えば、
「契約を守りなさい」ということだ。
　「投資する時にＲ＆Ｄセンターをつくりなさい」「自主開発をしなさい」「自主ブランドをつくりなさい」－。
中国政府、管理部門は国内系、合資の自動車プロジェクトにそれぞれ言い続けてきたが、効果がみられ
ない。政府部門もそれを認識し始めた。
　行政的な指導から、「法規制度を守れ」という方向への変化だ。「合弁自動車メーカー会社が法律を
順守して、契約を守ってくれれば、自主経営をしてもいい」。読み取れるのはそんなメッセージだ。（北京
事務所代表　梅松林）



08 February 2007

7S H A N G H A I
JIJI News Bulletin

時事速報S H A N G H A I JIJI News Bulletin

Copyright© JIJI PRESS  All Rights Reserved.

http://jijiweb.jiji.com/shanghai.html時事通信社

浙江省の農産物輸出浙江省の農産物輸出、０６、０６年は年は９％増＝額では％増＝額では７年連続の全国第年連続の全国第３位
　中国のニュースサイト新華網が７日、税関当局の統計として伝えたところによると、浙江省から２００６年中
に輸出された農産物は前年比９．６％増の２６億８６００万米ドルとなった。山東省と広東省に次ぎ、７年連続
で第３位を維持した。中国全体に占める割合は８．７％。
　輸入は同１７．９％増の１７億７５００万ドルだった。
　輸出農産物を品目別にみると、オレンジ類のフルーツ缶詰が１億３１００万ドル（輸出量は１７万９０００トン）で、
茶葉が２億９１００万ドル（同１６万７５００トン）。羽毛も１億３２００万ドル（同１万４９００トン）あり、この３品
目はいずれも全国トップだった。
　０６年の中国全体の農産物の輸出は３１０億３０００万ドル。貿易としては９億６０００万ドルの入超になって
いる。（時事）

風力発電風力発電、１０、１０年までに年までに６０６０万ｋＷｋＷ目指す＝福建省当局目指す＝福建省当局
　中国のニュースサイト新華網が７日伝えたところによると、福建省当局は第１１次５カ年計画（２００６－１０
年）で風力発電設備の整備に力を入れる方針だ。１０年までに風力発電の総能力量を６０万キロワットに拡
大し、電力不足が続く同省で消費電力の２％を賄う方針という。０５年末時点での同省の風力発電規模は
５万２０００キロワットだった。
　福建省は風力資源に恵まれ、沿海の陸地部だけで開発可能な発電能力量は６０７万キロワットに達する。
平潭や◆（サンズイに章）浦などに大規模な発電プラントを設ける計画が検討されている。（時事）

華星化工華星化工、除草剤除草剤「グリホサートグリホサート」生産＝生産＝「ニコスルフロンニコスルフロン」も－安徽省も－安徽省
　７日付の中国紙・中国証券報（Ｂ１２面）によると、深セン証取の中小企業ボードに上場する農薬メーカー
の安徽華星化工股フェン有限公司（本社安徽省和県）は、地元で除草剤の「グリホサート」と「ニコスルフロン」
を生産する。投資額は１億９６８７万元で、新株を発行し調達するという。７日、公告で明らかにした。
　このうち、年産１万トン規模のグリホサート事業の投資額は１億５３００万元。ニコスルフロンは年２００トン
を生産する計画で、４３８７万元を投じる。（時事）

長豊麻紡廠長豊麻紡廠、南川に工場移転＝苧麻品一貫生産へ－重慶南川に工場移転＝苧麻品一貫生産へ－重慶
　５日付の中国紙・中国紡織報（２面）によると、重慶市当局系の紡織会社・重慶軽紡控股集団傘下の長
豊麻紡廠は同市南川区に工場を新設し、現行工場を移転する方針だ。このほど、同区当局と合意した。新工
場では天然植物繊維の苧麻を原料に紡織から生地までの一貫生産体制を整えるという。当面の投資額は
３０００万元。
　移転に当たってはまず混紡部門を移し、年産規模を５万錘に拡充する。２００８年には麻紡部門も引っ越し、
１１年までに新工場での売り上げを２億－３億元に引き上げる方針。（時事）

杭州鋼鉄杭州鋼鉄、海塩港で物流事業＝寧波港北侖なども出資－浙江省海塩港で物流事業＝寧波港北侖なども出資－浙江省
　７日付の中国紙・中国証券報（Ｃ２面）によると、上海証取に上場する杭州鋼鉄股フェン有限公司（本社浙
江省杭州市）は浙江省宜興市の海塩港で、地元の運輸会社などと共同で物流会社を設立する方針だ。原材料
の輸送事業を強化するのが狙い。７日、公告で明らかにした。
　受け皿は「浙江海塩港口物流有限公司（仮称）」で、資本金は６０００万元。出資比率は杭州鋼鉄が２０％で、
寧波港北侖股フェン有限公司が３０％、光達香港集団と宜興市泰山港務有限公司が２５％ずつとなっている。
　新会社は１億２０００万元を投じ、海塩港のふ頭を拡張し、倉庫を新設する。鉄鉱石や化学原料、鋼材など
を扱い、本格稼働後の年間取扱量は３２５万トンと見込む。（時事）
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（79）（79） 労災による死亡・重度後遺症障害の補償１ 労災による死亡・重度後遺症障害の補償１

Ｑ：労災が原因で死亡した場合や重度の後遺症障害で就業を継続できない場合は、労災保険基金や
雇用していた会社による補償はどのように行われますか。また、雇用会社は被災した社員にどのよう
な義務を負いますか。

Ａ：労災による死亡や重度後遺症障害の場合は基本的に、すべての費用は労災保険基金が負担し、「後
遺症障害補助金」や「障害手当」が支給されます。雇用会社の負担はそれほどありませんが、労災
発生会社として次年度から全従業員の労災保険料率が上がります。
　「工傷保険条例」（国務院令第３７５号、２００４年１月１日施行）は労災保険基金と会社が負担すべ
き全国共通の補償金について、次のように定めています。また、会社が負担すべき補償金については
省や直轄市、自治区が定めた規定もあります。

　（１）労災死亡時の補償
　従業員が労災で死亡した場合、その直系親族は規定に基づき、労災保険基金より「葬儀補助金」や「扶
養親族慰問金」、１回限りの「労災死亡補助金」を受領できます。ただし、扶養親族慰問金の合計額は
本人の生前給与を上回ってはならず、また、生活補助を必要とする扶養親族の具体的な範囲は労働保
障行政部門が別途規定します。
　補助金などは具体的には次の通りです。
　▽葬儀補助金：所在地前年度従業員平均給与の６カ月分
　▽労災補助金：所在地前年度従業員平均月給の４８－６０カ月
　▽扶養親族慰問金：配偶者＝毎月、生前本人給与の４０％
　その他親族：毎月、１人当たり生前本人給与の３０％
　※配偶者のない老人と孤児の場合は１０％上乗せ。支給対象は労働能力がなく、死亡した従業員の
給与に生活を依存していた親族

　（２）重度後遺症障害の補償
　◇生活看護費の支払い
　重度後遺症障害の残る従業員に対しては、労働能力鑑定委員会によって生活看護が必要と判断され
た場合、労災保険基金から「生活看護費」が毎月支払われます。
　生活看護費は生活能力を失っている程度に応じて３等級に分けられ、「生活能力を完全喪失」した場
合には所在地前年度従業員平均月給の５０％を、「大部分の能力喪失」では同４０％を、「一部能力の喪
失」では同３０％がそれぞれ支払われます。

　◇障害補助金と障害手当
　後遺症障害が１－４級の重度障害の場合には、労災保険基金から障害等級に応じて全国共通の「障
害補助金」と「障害手当」が支払われます。雇用者の義務については省や直轄市、自治区のそれぞれの
規定に基づき運用されます。
　詳しくは次号で説明します。（続く）
（記事提供：上海華鐘コンサルタントサービス、Email：shcsnews@shcs.com.cn）
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大連億城大連億城、北京で複合ビル開発＝地元の晨楓房地産と提携し北京で複合ビル開発＝地元の晨楓房地産と提携し
　７日付の中国紙・中国証券報（Ｂ７面）によると、深セン証取に上場する億城集団股フェン有限公司（本社
遼寧省大連市）は現地企業と提携し、北京市の中央ビジネス地区（ＣＢＤ）で不動産開発を行う。オフィスや
ホテル、商業施設を含む複合ビルで、用地は事業パートナーの北京晨楓房地産開発有限公司が取得済み。関
係者がこのほど合意した。
　複合ビルは２００８年１０月までに建設を始め、１２年３月の完工を見込む。延べ床面積は１１万５０００平
方メートルで、うちオフィス部分が３万６０００平方メートル、ホテルが３万４０００平方メートル。地下に商業施
設や駐車場を設けるという。
　億城集団は主にホテル経営や不動産開発、観光事業を手掛けている。（時事）

浙江万向集団浙江万向集団、武漢で自動車部品生産＝武漢で自動車部品生産＝７．５７．５億元投じ－湖北省億元投じ－湖北省
　３日付の中国紙・湖北日報（１面）によると、浙江省の民営自動車部品メーカーの万向集団は、湖北省武漢
市の武漢開発区に生産拠点「武漢万向汽車零部件工業園」を設ける方針だ。２００８年末の稼働を見込み、
投資額は７億５０００万元。ショックアブソーバー（緩衝器）や駆動系部品などを生産する。このほど、同開発
区当局と合意した。
　武漢開発区では増産する外資系企業が増えている。メイコー（本社神奈川県）は現地法人の名幸電子武漢
有限公司に年産２８０万平方メートルのプリント配線基板生産設備を増設する。米自動車部品大手フェデラル・
モーグルは１０００万ドルを増資し、ブレーキパッドの生産規模を拡大する。
　このほか、台湾の東陽集団が三ツ星ベルトと提携し、自動車関連部品を生産する方針という。（時事）

三一重工三一重工、グレーダーを欧米輸出＝中国メーカー初のグレーダーを欧米輸出＝中国メーカー初のＣＥＣＥ認証－湖南省認証－湖南省
　６日付の中国紙・上海証券報（Ｂ３面）によると、上海証取に上場する建機メーカーの三一重工（本社湖南
省長沙市）は先ごろ、最新型の油圧式グレーダー「ＰＱ１９０ＩＩＩＡ型」について、欧州連合（ＥＵ）の品質認
証「ＣＥ認証」を取得した。すでに２０台以上を欧米市場に輸出しており、好評だという。中国の建機メーカー
が同分野でＣＥ認証を取得したのは初めて。
　三一重工はグレーダーを、ポンプ類に次ぐ主力輸出商品と位置付け、技術開発や市場開拓に力を入れている。
欧米への輸出に当たっては部品からＥＵ規格に適合するようにしており、ＣＥ認証はドイツのＴＵＶ社で取得
したという。
　同社の輸出はこれまで、ロシアや東南アジア、中央アジア、アフリカ向けが多かった。（時事）

超高額マンションの上海超高額マンションの上海「湯臣一品湯臣一品」、３」、３戸目売却＝単価は中国最高値に戸目売却＝単価は中国最高値に
　６日付の中国紙・上海証券報（Ｂ６面）によると、香港上場の湯臣集団が上海市浦東新区の一等地に建てた
超高級マンション「湯臣一品」で、このほど、ようやく３戸目が販売された。この大型フラット（床面積５９７平
方メートル）の売却額は８５００万元。１平方メートル当たりでは１４万２１１９元となり、中国の分譲マンション
の面積単価としては過去最高となった。買ったのは香港人だという。
　先に売れた２戸の単価は同１３万元と１１万元。高額すぎて買い手がつかない「億ション」だが、単価はまた
もや国内記録を更新した。（時事）
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 　 　　　【　【潮流底流潮流底流】　】　インドの自動車インドの自動車、群雄割拠の時代に群雄割拠の時代に

成長市場に世界各社が集結成長市場に世界各社が集結
　【ニューデリー７日時事】インドの自動車市場が群雄割拠の時代を迎えている。高い経済成長率と
人口１１億人の巨大市場をにらみトヨタ自動車やホンダなど日系企業のほか、欧米勢が相次ぎ進出。
５０％を超える市場シェアを誇る王者スズキを猛追し、地元資本も交えて競争は過熱する一方だ。

　◇競争激化

　ＩＴ（情報技術）大国と称されるインドでは近年、高所得の技術者やホワイトカラー層が急増。所得
水準の上昇で本格的なモータリゼーションが始まり、乗用車販売は年率２０％程度の伸びをみせてい
る。売れ筋の価格帯もかつての２０万ルピー（約５２万円）台から、今では３０万－３５万ルピー（７８万
－９１万円）に上昇している。
　スズキのインド合弁子会社マルチ・ウドヨグは６日、ニューデリー郊外に建設した第２工場の開所
式を開催、鈴木修スズキ会長は「２０１０年までに２０００億円を追加投資する」と宣言した。乗用車
工場の能力拡張やエンジン生産設備の増強などで生産１００万台体制を築き、成長市場での地盤をよ
り強化するのが狙いだ。
　インドの乗用車市場（多目的車除く）の規模は約１１０万台（０６年）でマルチの販売台数は５９万台。
市場シェアは５４％に迫るが、競争激化を受け、その存在感は近年、薄れ始めている。
　１９９０年代以降、インドには日米欧の自動車大手が次 と々乗り込んだ結果、８３年にいち早く現
地生産を始め、一時は７０％を超えていたマルチのシェアは下落傾向から抜け出せない。スズキ側も「市
場の将来性は高いが競争はさらに激しくなる」（鈴木会長）と覚悟を決める。

　◇スズキ、シェア５０％を死守

　後発組には勢いがある。ホンダは昨年、「シティ」と「シビック」の好調で販売を３割以上増やし、
５万台に乗せた。今後は「１０年に年間１５万台以上の販売を目指す」（福井威夫社長）。
　トヨタは多目的車を中心に事業を展開しており、乗用車のシェアは１％前後にとどまる。自動車世界
一を視野に入れたトヨタだが、インドでは出遅れた格好だ。このため、新興国市場に狙いを定めた低
価格戦略車を開発し、２０１０年にインド市場に投入。年産１０万－１５万台規模の新工場も建設し、
マルチに挑む。
　一方のスズキ・マルチ側は表面上、「インドのシェアよりも輸出を拡大して経済発展に貢献したい」（鈴
木会長）と冷静。ただ、マルチ社内は「シェア５０％は譲れない」（幹部）と後発組の挑戦を正面から受
けて立つ構え。
　そのマルチは今年１月、ディーゼルエンジンを搭載した小型車「スイフト」（排気量１３００ｃｃ）を
発売した。原油高で世界的に燃費の向上が求められている中、ガソリン車よりも２０％以上も燃費効
率が良いディーゼルで顧客にアピールする作戦だ。また、インド人に好まれる車両の開発を目指し、マ
ルチのインド人社員が車をデザインする計画も水面下で進行している。
　インド自動車市場の規模は１０年に２００万台規模に達すると予測されている。道路整備の遅れによる
深刻な渋滞がネックになる恐れもあるが、自動車業界のインド熱は当分、ブレーキが掛かりそうにない。

◇インド乗用車市場のシェア
２００６年 ２００５年

(1)マルチ ５３．８％ ５５．６％
(2)現代 １６．９％ １６．９％
(3)タタ １５．８％ １５．８％
(4)ホンダ ５．０％ ４．２％
(5)フォード ３．６％ ２．２％
(6)ヒンダスタン １．３％ １．６％
(7)ＧＭ １．３％ １．３％
(8)シュコダ １．１％ １．０％
(9)トヨタ ０．７％ １．１％

（注）スズキ調べ。多目的車は除く。マルチはスズキの子会社、ＧＭは米ゼネラル・モーターズの略。
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文房具の浙江貝発集団文房具の浙江貝発集団、販売店を積極系列化＝五輪協賛てこに販売店を積極系列化＝五輪協賛てこに
　７日付の上海紙・東方早報（Ｂ１２面）によると、世界有数の文房具メーカーに成長した浙江省の貝発集団
は６日、北京オリンピックのサプライヤーとなったことをてこに販売店の系列化に力を入れる方針だ。２００７
年末までに中国全土で１万店を組織するという。上海で３００店を確保するほか、全国５０の主要都市をカバ
ーする方針で、そのために３億元を投じる用意があるという。
　上海市青浦区には「オリンピック商品基地」をつくり、全国展開の核とする計画。投資額は１億８０００万元という。
　一方、同集団は２００８年の海外での上場を目指している。それに備え、０５年には英スタンダード・チャー
タード銀行を戦略的投資家として迎え入れている。
　貝発集団の文房具の年商は１億米ドル規模で、その９５％が海外向け。０６年の売り上げは１２億元で、約
２億元の営業利益を上げたという。（時事）

江蘇省・蘇州

昆山－上海に直通通勤列車＝朝夕昆山－上海に直通通勤列車＝朝夕１往復往復
　７日付の江蘇省紙・揚子晩報（Ａ２面）によると、中国鉄道省傘下の上海鉄路局は６日、上海市と江蘇省昆
山市との間で直通通勤列車の運行を始めたことを明らかにした。朝夕１往復で、所要時間は２５分。
　この列車は朝は午前７時０９分に上海駅を発車し、７時３４分に昆山駅に到着する。折り返しは昆山駅を
７時４９分に出発し、上海駅に８時１４分に着く。夕刻は上海発が午後５時５０分で、昆山着が６時１５分。折り
返しは昆山が６時３３分発、上海が６時５８分着となっている。運賃は一等が片道１８元で、二等が１５元。（時事）

蘇州市当局主導で蘇州市当局主導で「創業投資基金創業投資基金」＝ベンチャー起業促進狙い＝ベンチャー起業促進狙い
　江蘇省蘇州市当局のウェブサイト中国蘇州が６日伝えたところによると、蘇州にこのほど、地元でのベンチ
ャー起業促進を目的としたファンド「蘇州国発創業資本投資公司」が市当局主導で設立された。蘇州市当局
と張家港市当局、蘇州国発集団、深セン創新投資集団が共同で出資した。基金規模は２億元。
　基金の管理は、蘇州国発と深セン創新投資が設立した「蘇州国発創新投資集団」が行う。民間資金も導入
して起業環境を高め、蘇州の経済発展を活性化させるのが目的という。（時事）

中国・経済

物価上昇のリスク高まる＝引き締め策継続へ－人民銀物価上昇のリスク高まる＝引き締め策継続へ－人民銀
　【北京７日時事】中国人民銀行（中央銀行）は５、６の両日、江蘇省常州市で開催した２００７年の全国金
融市場工作会議で、物価上昇のリスクが高まっているとの認識から、投資と貸し出しの伸びを抑制し、流動性
を管理する金融マクロ調整を継続することを決めた。
　中国の昨年の消費者物価指数（ＣＰＩ）は１．５％上昇にとどまったが、１２月単月では前年同月比２．８％
上昇に加速。穀物価格を中心に食品価格が値上がり基調にあり、工作会議では「インフレ圧力は注意すべきだ」
との見方で一致した。
　会議で項俊波副総裁は、昨年来の利上げなどの調整策により、貸し出しの伸びは鈍化傾向にあると評価し
た上で「基礎はまだ固まっていない」と指摘。流動性管理を強化し、貸し出しを合理的にコントロールすると
述べた。また、人民元為替相場の柔軟性を徐々に強めることを改めて強調した。
　項副総裁はまた、金融市場の問題点として、国際収支の不均衡のほか、(1)銀行融資が資金調達の８０％
以上を占める不均衡 (2)金融商品の種類が不十分 (3)情報開示、信用格付けなど基本的な市場の仕組みが
効果を上げていない－などを挙げた。

食品販売の安全管理規則を食品販売の安全管理規則を５月施行月施行
　１月３１日付の中国紙・北京晨報（４面）によると、中国商務省はこのほど、食品販売に関する安全管理規則
を発表した。５月から施行する。
　同規則は市場、スーパー、百貨店などは必ず専門の食品安全管理部門または責任者を設けるよう規定。昨
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年に不合格食品の回収問題が頻発したことから、不合格食品が発表された場合には直ちに該当商品の販売
を停止するとともに、販売した食品に安全問題があることが発覚した場合には検査機関に確認。販売を停止し、
関連部門に報告するなどと詳しく定めている。
　さらに、販売する食品の仕入れ先の情報、連絡先などの記録を管理し、責任の所在を明らかにするよう求めている。
　規定に違反した場合には関連部門が警告を行うほか、期限内の改善を求める。期限までに改善されない場合は
１０００－５０００元の罰金を課す。さらに悪質な場合には５０００－３万元の罰金を課し、状況を公表する。（時事）

ＡＳＥＡＮＡＳＥＡＮ貿易貿易、今年は今年は１９００１９００億ドルに＝投資も拡大億ドルに＝投資も拡大
　【北京７日時事】新華社電によると、中国商務省は６日開かれたフォーラムで、２００６年の東南アジア諸国
連合（ＡＳＥＡＮ）加盟国と中国の貿易総額が前年比２３．４％増の１６０８億ドルとなったことを明らかにする
とともに、０７年は最大で１９００億ドルに達するとの見通しを示した。
　中国はＡＳＥＡＮとの経済・貿易関係を強化しており、相互の投資を奨励。商務省によると、対ＡＳＥＡＮ投資
はこれまでの累計で１２億８０００万ドルに上っているが、０６年だけで２億ドルと投資は勢いを増している。
　０６年の中国の貿易総額は１兆７６０６億ドル。相手国・地域別では、欧州連合（ＥＵ）、米国、日本、香港、
ＡＳＥＡＮ、韓国の順。ＡＳＥＡＮとの貿易の伸びは１９９２年以降、２０％強を維持している。

３大航空大手が合併？＝報道で株価急伸大航空大手が合併？＝報道で株価急伸、当局は否定当局は否定
　【北京７日時事】中国の国有航空大手３社が合併し、国内市場の８０％を握る巨大航空会社が誕生する－。
有力経済誌の記事をきっかけに中国では３社の株価が急上昇、当局があわてて全面否定する騒ぎとなった。
　火元は５日発行の経済専門誌「財経」。業界内の意見として中国国際航空、中国南方航空、中国東方航空の
合併案を紹介し、(1)政府が航空持ち株会社を設立し、３社の大株主となる (2)流通している株式を買い戻
す (3)３社を合併・再編成して国有航空企業を新設し、再上場する－とのシナリオまで提示した。
　また、３社に計１６０億元（約２４８０億円）の公的資金を注入して資本増強を図るとの見方も掲載したた
め、６日の上海市場では３社の株価が２．６４－４．６３％も上昇。しかし、７日付の北京青年報によると、３社、
航空当局、国有資産の管理当局とも合併を全面否定した。
　３社とも業績は思わしくなく、民営の格安航空との競争は激化している。航空関係者は「規模拡大で国内外
の競争に備えるとの発想はあり得る」とした上で、３社ともそれぞれ従業員を４万人前後抱えている点を指摘。
「スタッフの大幅削減などコスト対策を講じないと意味がない」と述べた。

 
文字通りのくたびれ損に文字通りのくたびれ損に
粗悪な偽粗悪な偽１元硬貨買った男元硬貨買った男 “御用御用” －浙江省－浙江省

　２日付の浙江省紙・寧波晩報（Ａ７面）によると、同省寧波市で１日午後、農村部を歩いていたよそ
者の男が地元村落の防犯パトロールに見とがめられ、大量の偽硬貨を摘発される事件があった。背に
した袋がそう大きくないにもかかわらず重そうに歩いていたため、怪しまれた結果だ。この男は３５キ
ログラムの偽硬貨を背負い、市の中心部に向かっててくてく歩いていたという。
　摘発された偽硬貨はすべて１元（約１５円）。全部で５０００枚あったが、男はこれを “半値”の１枚０．５
元で買ったという。ただ、これらのほとんどがさびて光沢がなく、刻面は凹凸に乏しい粗悪品。本物とし
て通用したかどうかは不明だ。
　警察当局の調べでは、この男は近くの街でちょっとした商売をしており、見とがめられる直前に、店
に来た見ず知らずの男から偽硬貨を買ったばかりだったという。（時事）
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人民銀人民銀、流動性管理を強化＝金融時報流動性管理を強化＝金融時報
　【北京７日ロイターＥＳ＝時事】７日付の中国紙・金融時報は、中国人民銀行（中央銀行）が金融システムの
現金量を効率的に管理する方策の強化を約束したと報じた。今週行われた会合の要旨として伝えた。人民銀
はまた、人民元を段階的により柔軟化するというコミットメントを改めて強調したという。
　同紙によると、中国人民銀の項俊波副総裁は会合で、「われわれはマネーサプライ（通貨供給量）と信用の
伸びを抑制するため、流動性管理を強化するとともに、金融政策の運営を改善させるべきだ」と述べた。
　人民銀行は投資ブームの抑制を狙い、昨年４月以降に２回にわたって政策金利を引き上げたほか、金融機
関が中銀に預け入れる預金準備率も４回にわたって引き上げている。こうした中、中国のマネーサプライは代
表的指数のＭ２残高で昨年１２月、伸び率が１６．９％（昨年の大半は１８－１９％）に鈍化した。ただ、一部エ
コノミストらは通貨供給量や信用の伸びが今年初めに、再び大きくなる可能性を懸念している。

初の金融先物に弾み＝初の金融先物に弾み＝「取引条例取引条例」施行へ施行へ
　【北京７日時事】中国の温家宝首相は７日、国務院（中央政府）常務会議を開き、「期貨（先物）取引管理条例」
案を審議、原則採択した。これにより、中国で初めてのデリバティブ（金融派生商品）取引に道が開かれた。
　管理条例は、１９９９年施行の「暫定条例」を改正し、取引対象を大豆など商品先物から金融先物・オプシ
ョンに拡大するとともに、先物会社の業務範囲、リスク管理などを規定した。
　中国は昨年９月、上海に「中国金融先物取引所」を設立。デリバティブは同取引所で専門に扱われる。第１
号は株価指数先物で、今年半ばの取引開始を目指して準備が進んでいる。
　管理条例は一部手直しの後、近く施行される見込み。

人民元人民元、香港ドルの対米ドル相場の上限を突破香港ドルの対米ドル相場の上限を突破
　【香港７日ロイターＥＳ＝時事】７日朝の外国為替市場では人民元が上昇し、１米ドル＝７．７５香港ドルに
設定されている香港ドルの対米ドル許容変動幅の上限を上回った。
　中国人民銀行（中央銀行）は、その日の取引水準の目安となる「中間値」を１米ドル＝７．７４９６元に設定した。
これは２００５年７月の元切り上げ後の最高値。人民元は０１３３ＧＭＴ時点で７．７４８５元で取引されている。
前日の終値は７．７５５５元だった。
　一方、香港ドルは０１３６ＧＭＴ時点で１米ドル＝７．８０９０－７．８０９２香港ドルで推移している。前日終値
は７．８０８６－７．８０８９香港ドル。香港ドルは１米ドル＝７．７５－７．８５香港ドルの範囲で固定されている。
　人民元の上昇ペースはこのところ加速しており、０６年１１月２７日には７．８５香港ドルを超えて上伸し、香
港ドルの稼働幅の下限を突破。１月１１日には、７．８０香港ドルを超え、人民元と香港ドルの価値が逆転した。

欧米企業動静

蘭ＨＣＡ、ＨＣＡ、上海でコーティング系顔料生産＝建築材上海でコーティング系顔料生産＝建築材、包装材向け包装材向け
　中国の業界専門サイト中国化工網が６日伝えたところによると、オランダの顔料メーカーのオランダ・カラーズ・
アペルドールン（ＨＣＡ）が上海市に建設中の工場は２００７年３月に操業を開始する見通しだ。主に建築材や
包装材、シリコンゴム材向けのコーティング製品を生産する。研究開発部門も併設し、開発から生産、販売ま
での一貫体制を整え、中国での競争力を強化する。
　受け皿は「赫蘭特色彩顔料上海有限公司」で、資本金１５万米ドルはＨＣＡの全額出資。敷地面積２０００
平方メートルの工場を浦東新区の星火開発区に設けている。（時事）

ネスレネスレ、天津でペットフード生産＝年天津でペットフード生産＝年２万トン万トン
　７日付の広東省紙２１世紀経済報道（１９面）などによると、スイスの食品大手のネスレは２日、天津市の天
津経済技術開発区でペットフードの生産を始めた。年産規模は２万トン。同社はこれまで、輸入したペットフー
ドを中国国内で販売していた。
　投資額は８０００万元。受け皿の「天津雀巣普瑞納寵物食品有限公司」は単独で設立した。
　中国ではペットフードやペット関連用品の需要が急増しており、市場規模は２００８年には６０億元規模に
達すると予測されている。これを受け、米国のマース社は北京で生産している。（時事）
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中国・一般

宗教浸透宗教浸透、３、３億人が信仰＝生活圧力億人が信仰＝生活圧力、民衆に潜む不安民衆に潜む不安
　【北京７日時事】中国では１６歳以上の国民のうち、宗教を信仰する人の割合が３１．４％に上り、約３億人に
達するとの調査結果が明らかになった。宗教信仰者は１億人超とされた通説よりも、宗教が中国国内に浸透し
ている実態が判明した形だ。国営新華社通信発行の「瞭望東方週刊」誌最新号が報じた。
　沿海部の豊かな地域ほど宗教の信仰者が増えており、背景には生活への圧力や社会保障の低さなど現代
中国民衆の抱える「不安」が潜んでいる。
　調査は「ここ数十年間で初めての宗教信仰という敏感な問題に関する社会調査」（同誌）とされ、数十人の
著名な研究者や数百人に上る調査員が３年をかけて実施した。
　信仰する宗教として最も多いのは、仏教の５２．７％。その一方でキリスト教信仰は最近約２０年間で急速に
増えており、信者は国内で４０００万人を超えると概算している。宗教信仰の低年齢化も特徴となっている。
　上海・城隍廟（寺院）では毎年、春節（旧正月）に焼香する参拝客が２００１年の９１２７人から０６年には
２万６８１１人に増えるなど、民衆の信仰心の厚さが表れている。民間信仰も盛んになっており、拝金主義の風
潮を反映して「福の神」現象も各地で起こっている。
　一方、新華社発行の「瞭望」誌最新号は、中国西部の陝西省、寧夏回族自治区、甘粛省などの農村では、違
法な地下宗教や民間迷信などが拡大し、社会安定に影響を及ぼす懸念が出ていると伝えた。陝西省の専門家
は「農村の現場幹部は経済発展を重視し、農村文化や農民の精神文化を軽視する風潮が強く、一部農村の地
下宗教熱が高まる原因になっている」と指摘した。

曽副主席曽副主席、来春訪日に意欲＝来春訪日に意欲＝「桜咲くころに桜咲くころに」と野田氏にと野田氏に
　【北京７日時事】中国の曽慶紅国家副主席が５日午後、北京を訪問していた野田毅元自治相（日中協会会長）
と会談した際、来年春の訪日に意欲を示していたことが分かった。日中関係者が７日明らかにした。
　野田氏は人民大会堂で曽副主席に対し、４月の温家宝首相の訪日や、安倍晋三首相の年内訪中、来年の
主要国首脳会議（サミット）の際の胡錦濤国家主席の訪日、皇太子ご夫妻の北京五輪開幕式に合わせた訪中
などに言及するとともに、「来年春に曽副主席の訪日が実現すればよい」と促した。これに対し、曽副主席は自
身の訪日を含めた一連の首脳交流は「良い提案だ」と応じた。
　さらに、曽副主席は２００２年４月下旬に訪日したことを振り返り、「桜を見るには前回は遅かった。次回は
早く行きたい」と述べ、桜が咲く来年３月後半から４月前半を念頭に、訪日に前向きな姿勢を示した。
　安倍首相による昨年１０月の訪中を受けた両国関係の改善で日中首脳間の相互訪問は本格化しているが、
中国側は安倍首相が靖国神社に参拝できないような雰囲気をつくる狙いだ。
　曽副主席は野田氏との会談でこのほか、「両国関係はお互いに順調な時もあれば、厳しい時もある。大局を
把握し、歩む必要がある」と強調した。

春節直前チェック春節直前チェック

　春節の連休を前に、日本人管理職としての留意事項を野村総研（上海）諮詢有限公司のコンサルタント、張
学海さんにまとめてもらいました。
　春節（旧正月）は中国の最も重要な祝日で、１週間程度の大型連休となります。中国政府の通知によると、
２００７年春節休暇は、法定祝日休暇日：２月１８日、１９日、２０日、一般休暇日：２月２１日、２２日、２３日、
２４日となっています。一般休暇日については、各企業の実際の状況によって前後に調整ができます。
　中国では、春節期間はほとんどの人が休みを取り、出稼ぎ労働者であれば帰省します。日系企業としては取
引先が休暇に入ることを考慮に入れて仕事を組んだり、同僚や部下の休暇取得に配慮してあげたりすること
が必要です。
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　◇交通事情
　中国では、春節期間中の各交通機関を通じた人の大移動は「春運」と呼ばれ、中国の特色の一つも言われ
ています。
　今年の春節前後の旅客集中期間は２月３日～３月１４日。中国国家発展改革委員会によると、帰省などで延
べ２１億人（内訳は鉄道延べ１億５千万人、道路同１９億７千万人、水運同２千万人、航空同２千万人に上る旅
客輸送量があると見込まれております（０６年１２月２７日付の時事速報）。

　◇春節に従業員が出勤した場合
　企業では、春節期間にも当直などの必要で、従業員を出勤させることがあるかもしれません。その際は、労
働法の規則を順守するよう留意しなければならなりません。
　中国の労働法４４条により、各種超過勤務手当に関して次のように定められています。
　（１）平日残業：残業は３時間まで可能で、時間賃金の１５０％以上。 
　（２）休日出勤（日曜など）：代休を与えることができない場合、賃金の２００％以上。 
　（３）法定休日出勤（春節、建国記念日など）：賃金の３００％以上。 
　一般休日出勤の場合、代休と手当のどちらかを選ぶことができます。法定休日出勤の場合は手当を支払
わなければならなりません。法定休日は、平日や一般休日とは意義が異なり、時間外勤務をさせるのは労働者
の生活や社会活動に影響が大きいと考えられています。

　◇その他注意すべき点
　会社に、春節期間中に帰省しない同僚や部下がいたら、お祝いの言葉（「新年快楽！」）を言ったり、一
緒に食事をしたりすると喜ばれます。特に、休日勤務をしてもらう従業員がいたら、祝日の慰問をして感謝の
気持ちを伝えることをお薦めします。
　また、このような長期休暇期間には、さまざまな面で安全の確保を重視したほうがよい。特に、従業員が勤
務地を離れる場合は、あらかじめ会社に休暇中の緊急連絡方法を知らせるように求める企業が多いようです。

　◇「労働者大量流失」防止
　春節期間が明けても労働者が帰省先から戻らない、辞職・転職をするなど、人材の大量流失の事例が少な
くありません。
　大量流失のパターンとして、次の３つが多く見られます。
　（１）外地労働者（出稼ぎ労働者）が帰省したまま戻らない。
　（２）春節前にボーナスを受け取ってから、辞職する。
　（３）他社から高い給与で誘われて、そちらへ転職する。
　企業としては、例えば下記のような対策を取ることができます。
　（１）外地労働者が帰省する春節前に、懇親会や交流会をする。
　（２）ボーナスを春節後に支給する。
　（３）優秀な社員に昇格や昇給を提示する。
　（４）改めて自社の職場環境や人事制度などを見直して改善する。
（野村総研（上海）諮詢有限公司顧問、張学海）

日系企業の進出速報

日系企業の中国進出速報日系企業の中国進出速報

　〔上海進出上海進出〕

▼清弘商務咨詢（上海）有限公司（資本金３万米ドル）
出資＝株式会社清弘エンジニアリング（滋賀県栗東市伊勢落６３３－７　電話０７７－５５２－７６６８）
主要業務＝投資コンサルティング、税務・法務・労務コンサルティング、工事見積査定業務、エンジニアリン
グマネジメント業務など
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所在地＝上海市南京西路１４８６号東海広場３号楼１１０７室　電話６２４７－０５８０
董事長・総経理＝井畑忠

▼凱邁克神商商貿上海有限公司（資本金３２万米ドル、代表・中島正典）
出資＝ケィ・マック株式会社（大阪市淀川区田川２－６－８　電話０６－６３００－１０４７）、神鋼商事株式
会社（東京都中央区日本橋１－２－５）
主要業務＝自動車用（ファスナー、同計測機器、金属材・同加工品、ゴム品、樹脂・　同加工品）卸売、輸出入、
アフターサービス、同関連務など
所在地＝上海市盧湾区淮海中路２２２号１０１１室
電話番号＝未設置
日本人責任者＝未定　

▼上海若原商貿有限公司（独資、資本金１５万米ドル、代表・若原孝徳）
出資＝個人
主要業務＝服装、服飾、同関連品・原材料の国内販売、輸出入、同関連業務など
所在地＝上海市長寧区金鐘路６５８弄９号乙３層東　電話５２１６－０５３５
総経理＝河野節夫

▼黒松上海感応加熱科技有限公司（独資、資本金２０万米ドル、代表・黒松節夫）
主要業務＝加熱コイル、加熱装置、同部品の生産、自社製品の販売、アフターサービスなど
所在地＝上海市嘉定区安亭鎮泰海路２３３号第３幢

▼上海三井◆雲貴稀金属循環利用有限公司（合弁、資本金３５０万米ドル、代表・井上啓二）
主要業務＝電子品廃棄物などからの貴金属回収、貴金属原料・貴金属含有品の生産、同関連技術サービス
など
所在地＝上海市金山区張堰鎮工業区匯科路２２２号
◆＝森のかたちに金３つ

▼恵歩得貿易上海有限公司（独資、資本金２０万米ドル、代表・中島隆）
出資＝個人
主要業務＝家具、建築装飾品、室内装飾紡織材料、ワゴンテーブル材料、金属品、電子品、照明器具の輸出入、
卸売、同関連業務など、家具の設計など
所在地＝上海市嘉定区葉城路１２８８号３号楼１２０室

▼上海威耳特機械科技有限公司（合弁、資本金２０万米ドル、代表・星正一）
主要業務＝農業、林業、園芸用小型機械・設備、同部品の開発、生産、自社製品の販売など
所在地＝上海市嘉定区馬陸鎮育緑路２８弄第５幢

▼雅瑪達上海◆業貿易有限公司（独資、資本金４０００万円、代表・山田昌太郎）
主要業務＝各種ポンプ、注油・注樹脂機器、同部品の卸売、輸出入、同関連業務など
所在地＝上海市浦東新区張楊路６２０号１００４室
◆＝石のしたに水

▼上海信香製衣有限公司（合弁、資本金１４万米ドル、代表・鈴木教之）
主要業務＝服装、服飾、同部材の生産・加工、自社製品の販売、同関連技術コンサルティング、アフターサー
ビスなど
所在地＝上海市盧湾区瞿渓路７５４号－７７４号３号楼３３４室

（登記内容の変更も含む）

　〔企業公表ベース企業公表ベース〕（〕（全中国全中国）

▼広州日弘機電有限公司（新工場建設）
出資＝日本発条株式会社（横浜市金沢区福浦３－１０　電話０４５－７８６－７５１１）
新規展開＝ハードディスク駆動装置機構部品の生産のため新工場を建設。０６年１１月着工。０７年１０月
量産開始予定
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所在地＝広州経済技術開発区東区
董事長＝山口努（常務執行役員精密ばね生産本部長）

▼松下電工電子材料（広州）有限公司（新工場建設）
出資＝松下電工株式会社（大阪府門真市大字門真１０４８番地　電話０６－６９０８－１１３１）　
新規展開＝多層プリント配線用材料生産能力増強で第２工場を建設し生産倍増。０８年初め稼働
所在地　＝広東省　広州経済技術開発区東区連雲路　電話０２０－８２２６－４９４７
総経理＝堀端壮一

▼天津豊通大塚繊維有限公司（Ｔｉａｎｊｉｎ　Ｔｏｙｏｔｓｕ　Ｏｔｓｕｋａ　Ｔｅｘｔｉｌｅ　Ｃｏ．，　Ｌｔｄ．：
ＴＴＯＴ）
出資＝豊田通商株式会社（名古屋市中村区名駅４丁目９番８号　センチュリー豊田ビル　電話０５２－
５８４－５０００）、株式会社オーツカ（岐阜県羽島郡笠松町門間１８１５－１）
主要業務＝自動車用ニードルパンチ不織布製造、加工。資本金４２０万ドル。０６年１１月２６日設立。０７
年５月稼働。同年８－９月本格稼働
所在地＝天津市天津経済技術開発区　電話未定
董事長＝中山純（豊田通商執行役員）

▼明達科（上海）科技有限公司北京分公司
出資＝株式会社メイテック（東京都港区赤坂８－５－２６　赤坂ＤＳビル　電話０３－５４１３－２６００）
主要業務＝人材紹介事業、設計・製造・人材・企業管理コンサルテーション。０７年１月２４日認可取得
所在地＝中国北京市朝陽区建国門外大街１９号　電話０１０－８５２６－１４１５
董事長・総経理＝福田完次（明達科（上海）科技有限公司董事長総経理）
担当＝岡本智子（明達科（上海）科技有限公司董事兼副総経理）

▼日本美納都銀行股◆有限公司上海代表処（株式会社みなと銀行上海駐在員事務所）
本店＝株式会社みなと銀行（神戸市中央区三宮町２丁目１－１　電０７８－３３１－８１４１）
主要業務＝取引先の中国進出に対するサポート。進出取引先の活動サポート。取引先からの依頼に基づく
市場調査、取引先調査。０７年４月２日開設
所在地＝上海市銅仁路１９５号中欣大厦３３１２号室　電話未定
所長＝畑野裕司
連絡先＝証券国際部中国室　電話０７８－３３３－３２６９
◆＝ニンベンに分

▼日置（上海）商貿有限公司
出資＝日置電機株式会社（長野県上田市小泉８１　電話０２６８－２８－０５５５）
主要業務＝中国における自社製品の販売、サービス
所在地＝上海市准海中路９３大上海時代広場１９０４
代表者＝董事長・田口公明、総経理・倉沢尚正（常駐）
連絡先＝日置電機株式会社上海駐在員事務所　電話０２１－６３９１－００９０

▼海伯力物流（上海）有限公司（　ＨＹＢＲＩＤ　ＬＯＧＩＳＴＩＣＳ　（ＳＨＡＮＧＨＡＩ）ＣＯ．，ＬＴＤ．）
出資＝ハイブリッド・サービス株式会社（東京都千代田区神田神保町２丁目２番地　共同ビル５Ｆ　電話
０３－３２６２－６８２７）など
主要業務＝倉庫業、貨物配達業。１月１８日設立
所在地＝上海市普陀区祁連山路１０３５弄５６号　電話０２１－５２８４－９９８８
董事長＝永瀬則幸
総経理＝芳川政宏（海伯力国際貿易（上海）有限公司＝上海市普陀区同普路１１７５弄３号２Ｆ　電話
５２６９－８００１＝董事長）

▼阿露瑪コーヒー（上海）有限公司（Ａｒｏｍａ　Ｃｏｆｆｅｅ　（Ｓｈａｎｇｈａｉ）　Ｃｏ．，　Ｌｔｄ）．
出資＝丸紅株式会社（東京都千代田区大手町１－４－２　電話０３－３２８２－２１１１）、Ｓｈａｎｇｈａｉ
　Ｃｈｒｉｓｔｉｎｅ　Ｆｏｏｄｓｔｕｆｆ　Ｃｏ．，　Ｌｔｄ．、　丸紅（中国）有限公司
主要業務＝コーヒー豆焙煎加工販売、その他関連商品の販売。１月１８日設立。資本金１億２０００万円
所在地＝上海市嘉定区馬陸鎮博学路１０８８号　電話未定
董事長＝永瀬　則幸
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総経理＝清水重人（飲料原料部長）
社名の「コーヒー」は口へんに加、口へんに非の２文字

Ｊａｐａｎ／Ｗｏｒｌｄ Ｔｏｄａｙ

「初期措置初期措置」合意へ事前調整＝合意へ事前調整＝６カ国協議カ国協議、８、８日に再開日に再開
　【北京７日時事】北朝鮮の核問題をめぐる６カ国協議は８日午後、北京の釣魚台迎賓館で約１カ月半ぶりに
再開する。議長の中国・武大偉外務次官は７日、８日に北京入りする北朝鮮を除く日米韓ロの首席代表と相
次ぎ会談し、３～４日間を念頭に短期間で成果を出したいとの方針を伝えた。北朝鮮の核放棄に向けた第一
歩として、核施設凍結など「初期段階措置」の早期合意を目指した各国の事前調整が本格化した。
　外務省の佐々江賢一郎アジア大洋州局長は７日午後、中ロ両国との協議後、記者団に「６カ国協議は分水
嶺（れい）にある」とした上で、「（２００５年９月の）共同声明全体を実施する大枠の合意を目標にしたい」と
述べ、核放棄に向けた行動計画策定を目指す考えを表明。初期段階措置として、北朝鮮に「核放棄に向けた
ステップになる明確な具体的措置」を求めた。
　ヒル米国務次官補（東アジア・太平洋担当）も同日午後、記者団に「初期段階措置だけではなく、共同声明
の完全履行に関心がある」と述べ、あくまで全面的な核放棄を求める方針を示した。
　一方、韓国の千英宇外交通商省朝鮮半島平和交渉本部長は「北朝鮮以外の５カ国は合理的な相応措置を
取るに当たり、ちゅうちょしてはならない」と強調。北朝鮮が核凍結の見返りとして要求するエネルギー支援な
どに各国が柔軟な対応を示すよう促した。
　中国は協議の成果を取りまとめた合意文書の策定を目指す。朝鮮半島非核化、エネルギー支援、日朝・米
朝国交正常化などの作業部会も設置したい考えだ。

排ガス規制排ガス規制、新車対象に義務化へ＝欧州委新車対象に義務化へ＝欧州委、数値基準を法制化数値基準を法制化
　【ブリュッセル７日時事】欧州連合（ＥＵ）欧州委員会は７日、地球温暖化対策の一環として、域内の乗用車
販売メーカーに対し、新車の二酸化炭素（ＣＯ２）排出量を２０１２年までに走行距離１キロ当たり１２０グラム
まで削減することを義務付ける方針で合意した。今後加盟各国と欧州議会に諮り、遅くとも来年半ばまでの
法案策定を目指す。
　欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）加盟メーカーは０８年までに、日本自動車工業会（ＪＡＭＡ）と韓国自動車工
業会（ＫＡＭＡ）はいずれも０９年までに、排出量を１４０グラムと、１９９５年比約２５％削減する自主目標を
これまで掲げていた。　
　しかし、０４年時点の平均排出量は１６３グラムで、進ちょく率は１２．４％にとどまっている。欧州委は、業
界任せでは目標達成は難しいと判断。１２年までにエンジンの改良を通じて排出量を１３０グラムまで削減し、
バイオ燃料の使用やタイヤ、変速装置の改良でさらに１０グラム減らすことを義務化する方針。
　業界はこれに対し、(1)コスト増によって打撃を受け、雇用が失われる恐れがある (2)消費者は必ずしも燃
費の優れた車を欲しがらない－などと反論。義務化阻止に向けてロビー活動を積極的に展開する構えだ。

原告側が控訴＝中国残留孤児東京訴訟原告側が控訴＝中国残留孤児東京訴訟
　首都圏の中国残留日本人孤児４０人（うち１人死亡）が、早期帰国の実現や帰国後の自立支援を怠ったとして、
国に１人当たり３３００万円の損害賠償を求めた訴訟で、遺族を含む原告全員が７日、請求を棄却した東京地
裁判決を不服として控訴した。
　控訴後、記者会見した原告の池田澄江さん（６２）は「最低最悪の判決で歴史が汚れたと思った。わたした
ちはこの判決を絶対許さない。きょうはみんなの意思で控訴した」と話した。
　東京地裁は先月３０日、「早期帰国実現などの法的義務はなかった」として、国の賠償責任を認めず、請求
を棄却した。残留孤児が全国で起こした集団訴訟のうち、同地裁の判決は３件目。先行した判決では、神戸地
裁が国の責任を認めたが、大阪地裁は訴えを退けた。これら２件の訴訟は現在、大阪高裁で係争中。
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JPY USD EUR SGD MYR THB PHP IDR VND INR KRW HKD TWD CNY
日本円 1JPY= - 0.00831 0.00640 0.01272 0.02903 0.29745 0.39978 75.0727 132.943 0.36623 7.75147 0.06487 0.27406 0.06435

米ドル 1USD= 120.390 - 0.77036 1.53160 3.49500 35.8100 48.1300 9038.00 16005.0 44.0900 933.200 7.80950 32.9940 7.74700

ユーロ 1EUR= 156.278 1.29810 - 1.98817 4.53686 46.4850 62.4776 11732.2 20776.1 57.2332 1211.39 10.1375 42.8295 10.0564

Sドル 1SGD= 78.6041 0.65291 0.50298 - 2.28193 23.3808 31.4247 5901.02 10449.9 28.7869 609.297 5.09892 21.5422 5.05811

リンギ 1MYR= 34.4464 0.28612 0.22042 0.43823 - 10.2461 13.7711 2585.98 4579.40 12.6152 267.010 2.23448 9.44034 2.21660

バーツ 1THB= 3.36191 0.02793 0.02151 0.04277 0.09760 - 1.34404 252.388 446.942 1.23122 26.0598 0.21808 0.92136 0.21634

ペソ 1PHP= 2.50135 0.02078 0.01601 0.03182 0.07262 0.74403 - 187.783 332.537 0.91606 19.3892 0.16226 0.68552 0.16096

ルピア 1IDR= 0.01332 0.00011 0.00009 0.00017 0.00039 0.00396 0.00533 - 1.77086 0.00488 0.10325 0.00086 0.00365 0.00086

ドン 1VND= 0.00752 0.00006 0.00005 0.00010 0.00022 0.00224 0.00301 0.56470 - 0.00275 0.05831 0.00049 0.00206 0.00048

ルピー 1INR= 2.73055 0.02268 0.01747 0.03474 0.07927 0.81220 1.09163 204.990 363.007 - 21.1658 0.17713 0.74833 0.17571

ウォン 1KRW= 0.12901 0.00107 0.00083 0.00164 0.00375 0.03837 0.05158 9.68495 17.1507 0.04725 - 0.00837 0.03536 0.00830

香港＄ 1HKD= 15.4158 0.12805 0.09864 0.19612 0.44753 4.58544 6.16301 1157.31 2049.43 5.64569 119.495 - 4.22485 0.99200

台湾＄ 1TWD= 3.64885 0.03031 0.02335 0.04642 0.10593 1.08535 1.45875 273.929 485.088 1.33630 28.2839 0.23669 - 0.23480

人民元 1CNY= 15.5402 0.12908 0.09944 0.19770 0.45114 4.62243 6.21273 1166.65 2065.96 5.69124 120.460 1.00807 4.25894 -

 アジア通貨クロスレートアジア通貨クロスレート（時事通信参考値時事通信参考値）

※本表は、インタバンク市場における取引データを基に時事通信が作成した参考値です。内容には正確を期し
  ていますが、本レートを利用した取引でお客様に不利益が生じましても、当社は一切の責任を負いかねます。

JST作成７日１７時

マーケット情報

対米ドル OPEN RANGE CLOSE 中銀参考 主要金利 当地株式 前日比
ｼﾝｶ ﾎ゙ﾟー ﾙ･ﾄ゙ ﾙ 1.5322 1.5303 ～ 1.5340 1.5326 － 3.3750 3236.60 +13.35
ﾏﾚｰｼｱ･ﾘﾝｷ ｯ゙ﾄ 3.4950 3.4927 ～ 3.4950 3.4930 － 3.6900 1243.57 +6.94
タイ･バーツ 34.200 34.050 ～ 34.400 34.300 35.804 4.8000 675.69 +2.06
ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚･ﾍ ｿ゚ 48.450 48.355 ～ 48.450 48.365 48.383 6.2188 3232.39 -39.58
韓国･ウォン 931.9 930.6 ～ 933.7 933.7 933.0 4.4000 1426.29 -2.29
香港ドル 7.8090 7.8085 ～ 7.8100 7.8098 － 4.16 20679.69 +24.49
台湾ドル 32.968 32.800 ～ 33.010 32.995 － 1.6910 7850.06 -25.69
中国人民元 7.7485 7.7470 ～ 7.7496 7.7480 7.7496 2.5600 2851.99 +42.74

ベトナムドン中銀参考相場 16,065

前営業日の動き

ｲﾝﾄ゙ ﾈｼｱ･ﾙﾋ ｱ゚ 9060 9048 ～ 9063 9055 － 9.0000 1761.29 -7.25
ｲﾝﾄ゙ ･ﾙﾋﾟー 44.0850 44.0550 ～ 44.1300 44.1050 44.1300 7.9500 14 478.19

注）【為替レート】シンガポール、タイ、香港：東京時間 9時－17 時のオフショア市場の取引。その他：地場市場の取引
　　【中銀参考】タイ・韓国：前営業日の銀行間市場取引加重平均。中国：当日の外貨取引所発表対米ドル仲値。フィリピン：当日の銀行間市場取引加重平均。インド：
現地正午の市場実勢

　　【主要金利】シンガポール、マレーシア、香港：銀行間 3ヶ月物金利。中国：1週間物金利。その他：翌日物金利
　　【株式】東京時間17 時頃の水準（中国：上海 A株価指数）

 三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行アジア通貨レート銀行アジア通貨レート
２００７/２/７の動き

・経済指標等　2/7
　PHILIPPINE  FOREX RESERVES  JAN  U$23.758BLN  [DEC U$22.967BLN]
　TAIWAN       TRADE BALANCE   JAN  +U$1.89BLN    [DEC +U$2.90BLN]
              ・EXPORTS       JAN  +17.9%(Y/Y)   [DEC +9.1%]
              ・IMPORTS       JAN  +23.8%(Y/Y)   [DEC +16.4%]
　HONG KONG   FOREX RESERVES  JAN  U$133.7BLN    [DEC U$133.2BLN]
　SINGAPORE   FOREX RESERVES  JAN  U$136.66BLN  [DEC U$136.81BLN]
・市況　「人民元が香港ドル対米ドルの変動幅上限を超える」
　本日のアジア通貨は総じて上昇する展開となった。人民元は、為替制度変更後初めて、香港ドル対米ドルで
設定されている変動幅上限レートである7.75を超えて上昇、7.7470まで値を上げた。フィリピンペソは心理
的抵抗線である48.50を超えて上昇、2001年以来となる48.355まで、マレーシアリンギットは為替制度変
更後の最高値となる3.4927まで上昇した。
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・トピックス
＜中国＞
　ポールソン米財務長官は6日、米国は中国に対し、中期的に一段と市場ベースの為替相場の実現につなが
る資本市場の改革を進めるよう働きかけているとし、同国は輸出中心の経済から一段と内需主導の経済へ移
行する必要があるとの見解を示した。
　フレアティ　カナダの財務相は6日「為替には柔軟性があるべきで、そのことは9日に（G7で）協議する」
「通貨に今以上の柔軟性があるべきであるとG7の多くの国が考えているという状況下、これは継続的に議論
されている。中国は一段の柔軟性があるべきという点で同意しているが、漸進主義的なアプローチをとっている」
と述べた。
　ポールソン米財務長官は6日、これまで赤字が膨らんでいる中国との貿易について、分岐点に達したとの見
解を示した。
　イエレン米サンフランシスコ地区連銀総裁は6日、経済の過熱抑制を目指す中国の金融政策は比較的柔
軟性の低い為替レートによって阻害されているとの見解を示した上で「（中国の）中銀は、外国為替市場に介入
し外貨準備を積み増すことで人民元の上昇加速に向けた圧力に抵抗した」「こうした方法で人民元の上昇を
限定的にすることは、現在の過熱した経済を秩序を保ちながら減速させるための金融政策運営を困難にさせ
る」と述べた。
　中銀は、人民元の柔軟性を徐々に高めていくとした上で、流動性管理を強化するとしたほか、マネーサプラ
イと信用の伸びを適切に抑制するとの姿勢を示した。
　中国紙が報じたところによると、項俊波　中銀副総裁は、今年マクロ経済管理を一段と強化して行く方針を
示した上で「金融引き締め策の持続性と安定性を維持する必要がある」「マネーサプライと信用の伸びを適切
に抑制するため、流動性管理を強化し、金融政策の遂行能力を改善すべきである」と述べた。
　樊綱　中銀金融政策委員は、人民元の小幅で段階的な上昇が中国の利益になるとし、2007年の貿易黒字
について、過去最高となった昨年の1774億 7000万米ドルから減少するとの見通しを示した。
　国家発展改革委員会（NDRC）と国家外為管理局（SAFE）は、外国企業による不良債権の取得・処理に関
する新規則を発表した。
＜インド＞
　政府は、2006 ～2007年度（2006 年 4月～2007年 3月）のGDP成長率推定値が前年同期比 +9.2%
となると発表した。
（三菱東京ＵＦＪ銀行　市場業務部）

米国市場サマリー米国市場サマリー（７（７日）
【株式】ダウ、横ばい＝一時、最高値更新
　７日の米株式相場では、原油価格の低下やインフレ抑制を示す経済指標を受け、優良株で構成するダウ工
業株３０種平均は一時、史上初めて１万２７００ドルを突破したが、その後は目標達成感から利益確定売りが
優勢となり、結局前日終値比０．５６ドル高の１万２６６６．８７ドルと、ほぼ横ばいで引けた。ハイテク株中心の
ナスダック総合指数は１９．０１ポイント高の２４９０．５０で終了。ニューヨーク証券取引所の出来高は２２３万
株増の１４億８０８８万株（暫定値）。
【為替】円、１２０円台後半
　７日のニューヨーク外国為替市場の円相場は、週末９、１０日に開かれる先進７カ国財務相・中央銀行
総裁会議（Ｇ７）で円安是正が中心議題にならないとの観測を背景に弱含んだ。午後５時現在は、１ドル＝
１２０円６３－７３銭で、前日同時刻（１２０円０５－１５銭）比５８銭の円安・ドル高で取引されている。ユーロ
は同時刻現在、対ドルで１ユーロ＝１．３００６－３０１６ドル（前日午後５時は１．２９７９－２９８９ドル）、対円
では同１５６円９７銭－１５７円０７銭（同１５５円８８－９８銭）。
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三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行直物為替公表建値　2/7銀行直物為替公表建値　2/7
（単位円、韓国ウォン・INDONE ﾙﾋ ｱ゚は100 単位あたり）

ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ
米ドル 121.20 119.20 118.82 カナダドル 103.22 100.02 99.73
ユーロ 157.47 154.47 154.03 英ポンド 240.72 232.72 231.91
ｽｲｽﾌﾗﾝ 97.79 95.99 95.77 ﾃﾞﾝﾏｰｸｸﾛｰﾈ 21.22 20.62 20.56
ﾉﾙｳｪｰｸﾛｰﾈ 19.56 18.96 18.90 SWEDEN ｸﾛｰﾅ 17.50 16.70 16.65
豪ドル 95.34 91.34 91.01 ＮＺドル 83.68 79.68 79.36
中国人民元 --- --- --- 香港ドル 15.82 14.96 14.91
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞ --- --- --- ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＄ 79.27 77.61 77.41
ﾒｷｼｺﾍﾟｿ 12.04 10.04 --- タイバーツ 3.62 3.46 3.44
ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 2.91 2.61 --- ﾊﾟｷｽﾀﾝﾙﾋﾟｰ 2.15 1.85 ---
KW ﾃﾞｨﾅｰﾙ 424.64 408.64 --- ｻｳｼﾞﾘﾔﾙ 32.90 31.30 31.19
UAE ﾃﾞｨﾙﾊﾑ 33.46 32.10 31.98 ｶﾀｰﾙﾘﾔﾙ 33.76 32.40 ---
韓国ウォン 13.15 12.75 --- INDONE ﾙﾋﾟｱ 1.46 1.22 ---
ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 2.64 2.36 --- 南ｱﾌﾘｶﾗﾝﾄﾞ 18.31 15.31 ---
ﾁｪｺｺﾙﾅ 5.67 5.43 --- 露ルーブル 4.82 4.32 ---
HUNG ﾌｫﾘﾝﾄ 0.64 0.60 --- POLAND ｽﾞﾛﾁ 41.41 39.01 ---
ｽﾛﾊﾞｷｱｺﾙﾅ 4.72 4.32 ---

（注）ｲﾝﾄ゙ ﾙﾋﾟー ､INDONE ﾙﾋ ｱ゚､ ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚ﾍ゚ ｿ ､ ﾊ ｷ゚ｽﾀﾝﾙﾋﾟー のＴＴＢは参考相場

アジア主要市場の株価指数アジア主要市場の株価指数（7日7日、カッコ内は前営業日比カッコ内は前営業日比）
上海Ｂ株 172.579(+0.739) シンガポールＳＴ５５種 3236.60(+13.35)
深センＢ株 497.77(+5.05) クアラルンプール総合 1243.57(+6.94)
香港・ハンセン 20679.69(+24.49) マニラ総合 3232.39(-39.58)
台湾加権平均 7850.06(-25.69) インドネシア総合 1764.909(+3.616)
ソウル総合 1426.29(-2.29) バンコクＳＥＴ 675.33(+1.70)  

続伸＝銀行株が主導続伸＝銀行株が主導〔上海上海・深セン株式深セン株式〕（７〕（７日）
　【上海７日ロイターＥＳ＝時事】７日の上海・深セン株式市場は銀行株主導で続伸した。前日の反発を受けて、
一部では過去１週間の下落傾向が終わったとの見方が強まった。
　外貨建てＢ株と人民元建てＡ株をカバーする上海総合株価指数は４０．４７８ポイント（１．５１％）高の
２７１６．１７５で終了した。取引時間中の高値は２７４５．３８７。
　上海Ａ株の売買代金は７６６億元（約１０１億ドル）と、前日の６７８億元から増加。

東証出来高東証出来高・指数指数（７（７日、平均株価単位＝円平均株価単位＝円）
　　　　　第 １ 部                            　　　　第 ２ 部
指　　　数　  1,728.36  (  -4.06)           指　　　数  4,238.49  (  -0.09)
出来高概算　252,843万株                     出来高概算  5,882万株
日経平均　　 17,292.32  (-114.54)
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新聞各紙から

東京各紙朝刊東京各紙朝刊（８（８日）
【１面トップ】
〔朝日〕ベルリン協議　米朝、先月に覚書　支援と原子炉停止、同時　米が歩み寄り▽６者協議きょう再開
〔毎日〕関西テレビ　ねつ造調査公表せず　報告書提出、総務省「不十分」　再報告を要求へ▽外注番組、良
心頼み　自社チェックを再構築　電波法規定、重い処分も　規制強化の懸念
〔読売〕障害者名義、不正に免許　口座開設に悪用　神奈川県警、２人逮捕　「取得者少ない」と標的▽免
許の顔、息子じゃない　障害者狙い「許せない」　名義使われ借金も
〔日経〕採用「来年増やす」２８％　今年の初任給上げ、１割が検討　３割以上採用増、ＫＤＤＩなど１０社
　主要企業本社調査
〔産経〕女性救助の重体警官　守り通した正義感　「優しい笑顔」住民から慕われ
〔東京〕百貨店に排ガス対策　自動車業界だけでは不十分　重点区の集客施設、新・増設で義務化　３大都
市圏で改正案
【他の１面独自記事】
◆長野県、脱「脱ダム宣言」　田中前知事中止の計画復活（朝日）
◆韓国の２００８年ロケット打ち上げ　日本、経路把握できず（読売）
◆日韓、歴史認識ひとつに　大学教員らが副読本を製作　１０年かけて “溝” 埋める（東京）
【共通ニュース】
◆柳沢厚労相　「健全」発言の撤回拒否　衆院予算委　「機械」は陳謝繰り返し
◆西村真議員に有罪　弁護士法違反　「組織犯罪」は無罪　大阪地裁▽バッジにこだわり　地元「けじめ必
要」
◆タクシン汚職「近く訴追」　タイ治安評議会議長
◆バグダッド　米、大規模掃討に着手　サドル師派幹部撤退か
◆ケータイ「１人１台」時代　契約数初の１億件超え　子どもや高齢者にも普及
◆「危険運転致死傷」二輪も対象　法務省が諮問
◆ＴＢＳ、番組巡りおわび　「頭の良くなる音」、断定表現行き過ぎ
◆エイズ１３０４人　昨年の感染・発症最悪
◆介護せず、夫死亡　パーキンソン病、寝たきり　容疑の妻逮捕
【日経】
◆三井物産　サウジ石化事業に参加　２０１１年生産開始　数百億円を負担 (1)
◆パートの数、５年ぶり低水準　正社員シフト鮮明　昨年１２０５万人、２年ぶりマイナス　男性１１％減、女
性は微減 (1)
◆損保販売　資格に更新制度　不払い続出で損保協方針　説明不足是正狙う (1)
◆Ｇ７会議あす開幕　円安巡り対立鮮明　日米＝思惑違えど是認で足並み、欧州＝輸出の不利是正 (3)
◆資金洗浄の疑いある取引　金融機関の届け出急増　昨年１１万件超す　金融庁、来月にも監督指針強化
(4)
◆政投銀「最終形」あいまい　政府系金融改革法案固まる　投資業務を当面継続、銀行免許取得焦点 (5)

お知らせ

おわびと訂正おわびと訂正
 ２月１日付に掲載した「日本企業の中国進出速報」で、「楽清（上海）清潔用具租貸　有限公司（通称・ダスキ
ン上海）の電話番号を「６４８５－０８６０」に訂正します。


